
く労働力人口の見通しン
各種対策を講じ.労働力市場への参加が進むことにより.労働力人口は現状のまま推移した場合と比べて
2015年で約300万人. 2030年で約510万人上回る.これに加え,労働生産性の向上を図れば,現在以上の経
済成長率を維持することは可能o
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